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要約： 
本稿は、教育発展を分析するための一般的な枠組みを考察し、それをメキシコの教育発

展、貧困地域の教育発展に適用した場合の素描を提供するものである。教育が近代国家に

おける支配の緊密化の道具として用いられること、メキシコにおいては、近代国家が出発

点においてその基礎的な条件を欠きながら、組合主義的な形で形成されたことが、その後

の教育発展に固有なあり方をもたらしたことが論じられる。 
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はじめに 
 
本稿の目的は、メキシコの教育発展を、途上国における教育発展の分析一般と共通の枠

組みの中でとらえること、さらにメキシコにおける貧困地域における教育普及をそうした

把握の中に位置づけることにある。以下、第 1節で教育発展分析の枠組みを、第 2節でメ
キシコにおける教育発展を日本のそれと対比しながら素描し、第 3節で 1990年代以降の
メキシコの貧困地域（先住民地域）での教育発展を位置づける。最後に今後の課題に触れ

る。 
 
第 1節 教育発展研究の理論枠組み 
 
 1．先行研究の問題点 
 
教育発展の分析には、歴史研究的な視野を持ちながらも、各国に共通の枠組みを持って



 

アプローチすることが必要である。そのような関心、性格を有する先行研究は、意外と少

なく、かつ２つの限界を持つ。第１は、先進国の公教育制度が国家形成と関わることが分

析されているが、公教育制度の成立、確立に関心が集中し、その拡大、普遍化の分析がな

されていない。第２は、研究対象が先進国とされ、そうした枠組みや分析を途上国につい

ても進めたものはほとんどないことである(Green[1990]; Archer [1982]; Ramirez F., Boli 

[1987]; Meyer [1977]) 。これらの問題は、研究方法の問題と密接に関連しているが、ここ
ではその点の詳論は控えておくこととする 1。 
 

2．近代国家の発展――「支配の緊密化」 
 
そこで、まず第 1の限界を超えるために、近代国家の発展過程全体に視野を広げる必要
がある。それから、第 2の途上国の教育発展の分析を行なうこととなる。そのため本研究
において依拠する近代国家の発展過程を把握する視点は、柄谷のそれである(柄谷 [2006])。

柄谷は、国家は他の国家に敵対的に対するものとして形成されることを強調する。近代国

家は、技術進歩と経済的接触の増大の中で相互に主権を認め合うという、より緊密な国家

間関係の中におかれるが、その相互間の競争性、潜在的敵対性は変わらず維持される。主

権国家は本質的に膨張的であり、それを止めるのは他の主権国家であり、それはまた主権

国家が成立しない地域は、侵略、支配してよいことを含意しているのである。近代国家間

のこのように緊密化した対外的な競争・敵対的関係は、対内的には集権的な支配が確立す

ること、そしてこの集権的な支配もまた緊密化していくことを要請する。柄谷は、ヨーロ

ッパの近代国家の対内的支配構造をわかりやすく示すものとして、近代国家の出発点であ

る絶対主義国家の重要性を強調している。絶対主義国家では、商品経済の浸透や武器・交

通の発展を基礎として、地理的障壁が取り払われ、集権的な権力が成立する。すなわち、

伝統的な分散的権力（封建諸侯）や二重権力（教会権力）の状態、共同体的自治は解体さ

れる。あるいはそれらは弱化され性格を変えながら、集権的な絶対君主権力に組み込まれ

て再編成されていく。そして、集権的国家を体現する膨大な官僚組織と常備軍が表れる。

柄谷は、国家が他の国家に対するものとして存在し、国内的な契機から自立した契機を持

つという国家の本質は、絶対主義国家に続く市民革命以降も変わらないこと、それを示す

のが膨大な官僚組織と常備軍の存続、増大であると指摘する。 
柄谷は、国家を国家の内側から説明しようとする傾向に対する批判として国家の本質と

しての対国家存在性を強調する。そうした彼の論点を承認した上で、世界経済の成立、そ

の中での近代国家の成立という画期を特徴づけるために、ここでは「緊密化」という概念

を提唱したい。主権国家を基礎とする国際関係およびその発展とは、より緊密的な関係を

前提としそれを深化させていく競争的、対立的、協調的関係の確立と発展であり、その下

で形成される国内の支配およびその発展は、そのような国際関係の緊密化に条件づけられ



 

て、国家が国民に対する支配をより緊密なものとしそれを深化させていく過程である 2。

君主による臣民に対する直接的な支配の確立は、支配の緊密化の第 1歩、基礎的条件とい
うことができる。その後の市民革命を通じて実現していく民主的代表議会制（普通選挙制）

やネーションステーツの誕生は、国内の諸社会勢力間の政治的力関係の変化を表現するも

のであったが、それもまた、国家による国民に対するより緊密な支配をもたらすものとな

った。そのような緊密化の進展は相互に有利な位置を占めようとする競争的、敵対的な国

家間関係という国際環境によって条件づけられているのである。そのこのような国際環境

による条件づけ、それに対応する国内支配の緊密化は、労働者階級の解放を目指したはず

の社会主義革命、社会主義国家の辿った道に典型的、明瞭に現れている。 
近代国家における支配の緊密化は、独裁的権力の強化あるいは集権的な権力の単純な強

化とは異なる。そこにおいては、国民の意識、自発性といった要素が重要性を帯びる。国

家に対する国民の忠誠心という縦の関係とともに、緊密化が発展するには、国民間の一体

感の形成、維持という横の関係が重要な契機となる。また、そうした意識的要素は、国民

（あるいは絶対君主の下の臣民）としての意識、一体感、自発的服従を体現、形成、合理

化する政治的・行政的・社会的諸制度総体（代表議会制、普通選挙制、教育制度、福祉的

諸制度、教会、メディア、等）によってもたらされる 3。 
絶対主義国家を出発点とした近代国家発展過程に「緊密化」という視点から接近するこ

とは、ヨーロッパにおける近代国家発展の見通しをわかりやすいものとするだけでなく、

日本や発展途上国の国家発展を統一的に把握する視点を提供するものである。 
 
3．公教育制度の発展 
 
公教育制度は、支配の緊密化のための様々な道具の一つであり、それは国によっては当

初は必ずしも緊要視されない代替性を持つ道具であったが、緊密化の進展と共に必要不可

欠な道具、それもすべてのこどもをカバーすること（普遍化）が必要とされるものになっ

ていく。このように、公教育制度の普及範囲の拡大、教育内容・質、その変化といった事

柄は、支配の緊密化の過程全体にとってどのような意味を持つかという観点から理解する

必要があるが、逆に、公教育制度の発展そのものも支配の緊密化の全体的な過程がどのよ

うな水準にあるかによって規定される。 
公教育制度の創設、発展、普遍化の過程は、教育のあり方を日常生活の必要と直結する

道徳・宗教教育や実用的必要に直結させようとする伝統的な教育観、教育慣行に代えて、

近代的な学校制度で学習する内容の実用的な価値や修学することの制度的価値を積極的お

よび受動的に認める人々が増大していく過程ということができる。伝統的な教育観、教育

慣行は、旧い支配的な勢力や制度的な支えを持って成立しているが、生活のあり方に直結

したわかりやすい合理性をも有しており、新しい公教育制度が成立して、旧い政治的、制



 

度的な支えが失われた段階においても、多くの人々の間で合理性を持つものとしてなお保

持、支持される。それらに代わる公教育制度が人々に強制や他に選択のないものとして受

動的に、あるいは有用なものとして積極的に受け入れられるようになっていく過程は、そ

れ自体が支配の緊密化の過程なのである。 
 
第 2節 メキシコにおける近代国家の成立と教育発展 
 
1．近代国家の成立――独立から組合主義国家体制の確立まで 
 
柄谷は、民族国家が他国（あるいは植民地）を支配しようとするとそれに反発する勢力

を必然的にもたらすことを指摘している。より一般化した表現を用いれば、近代国家は、

その支配領域全体の緊密化を志向するものであるが、それはその国家の支配による緊密化

の条件を満たし得ないところ（特に、自らの緊密化のための条件を有するに至った、潜在

的な「主権国家」地域）では強力な反発をもたらすということである。そして、緊密的支

配に失敗する時、国家は崩壊、分裂（あるいは植民地は独立）せざるを得ない運命にある

といってよいだろう。19世紀初頭のラテンアメリカ諸国の独立は、ヨーロッパと北米にお
ける自由主義と民族主義の隆盛、帝国主義国家間の軍事的・経済的競争と対立の激化、ス

ペインの支配力の凋落といった中で、スペインが進めてきた植民地に対する本国支配の緊

密化が、それに対する反発を強め、ついには、植民地の独立をもたらしたのである。 
しかし、成立した新しい主権国家は、主権国家としての要件を十分に備えたものではな

かった。メキシコの場合もそのことは明瞭である。そこではまず、対外的な主権からして

不安定なものであった。1853年まで、アメリカによる領土の大きな簒奪や買収が続き、
1863年から 67年の間には、フランスによる侵略、その傀儡による支配が行なわれた(国本

その他 [1984], 74,78-82)。国内の集権性の水準も、ヨーロッパの絶対主義国家の達成して
いた水準（緊密化の基礎的条件）からほど遠いものであった。支配者のレベルでの権力の

分散はカシキスモ、カウディイスモ、ミリタリスモ、ロカリスモ、レヒオナリスモ等、と

して表現され(クエバ [1981], 30, 37-38)、連邦制もそうした現実の反映であった(Margadand 

S. [1983]) 。それと同時に、民衆のレベルでも、先住民の共同体がすでに植民地時代に根
本的な変化といえるほどの大きな変化を経験してきたとはいえ、自治的な性格を維持しな

がら存続した(黒田 [1994]; Yashar [2005])。独立以来メキシコ革命までの政治的な試行錯誤、

波瀾は、あるいは指導者達が自由主義や社会主義をモデルとし、その政策的な影響を強く

受けながらも、客観的には近代国家としての集権的な体制を作り上げていく道を歩むもの

であった。 
メキシコにおいて安定的な集権国家の誕生は、メキシコ革命末期のカルデナス政権下の

組合主義国家体制（PRI体制）の創設に待つものといえよう(松下 [1998])。しかし、ヨー



 

ロッパの絶対主義国家の集権性が、国民の均質性を基礎としながら国民に対する直接的支

配という性格を持っていたのに対し、メキシコを始めとするラテンアメリカの組合主義国

家は、地域間、セクター間の分権的な状況、先住民共同体の存続、中央行政能力の弱さ、

等を直接に克服するものというよりも、それらの諸要素がなおある程度存続することを前

提としながら、既存の強力な諸勢力（の指導者）を国家に組み込む形で近代国家として必

要な集権性を実現したものであり、そこでは社会内の異質性、間接支配的な要素は根強く

維持されたのである 4。メキシコにおける支配の緊密化の過程は、こうした組合主義国家

体制の成立を出発点として、その発展、変容という枠組みの中で理解することができる。 
では、その中での教育発展はどのような特徴を持つことになるであろうか。 
 
2．メキシコの教育発展――日本と比較して 
 
日本では、封建制が十分に熟した後、明治維新によって絶対的天皇制が成立した。国内

的な均質性が実現され、集権的な体制が構築された上で、帝国主義が支配的な国際社会に

臨むこととなる。1872年（明治 5年）の「学制」発布は、このような集権的な体制の確
立（緊密化の基礎条件の充足）を前提として、さらにそれを強化（緊密化）していこうと

するものであった。1890年（明治 23年）に、地方制度の整備と共に、教育は国家の権限
であり、市町村は国や地方長官（知事）の監督下に、委任事務としての教育行政を実施す

るものであることが明確化された。このように緊密化の基礎条件が満たされた下の初等教

育の発展は、以下のような段階的な発展を見せた(金子 [2003]; Yonemura [2007b])。 
①1872年（学制発布）－1886年（小学校令）まで。既存の伝統的な教育制度（寺子屋
等）の下にいた（および行こうとする）子供達が新しい公教育制度の下へと水路づけられ

る。行政側も一定の試行錯誤を行なう。 
②1886年（小学校令）－1900年（小学校令改正）まで。標準的統一的制度が確立し学
校が全国的に整備される。授業料を払う家庭の子供達の就学が進む。 
③1900年（小学校令改正）－1920年代まで。授業料の廃止、進級試験の廃止、督学措
置の強化によって、初等教育の普遍化への政策的な努力が実施される。ただし、財政は市

町村負担。 
④1930年代－1940年代まで。貧困家庭への援助など大規模な社会政策的アプローチに
よって、初等教育の普遍化が完成する。教員給与への国庫援助が重要となる。教員養成も

ほぼ、充足。1割が代教員(1936年)。 
 
①は移行期であるが、この移行は基本的に安定的で強力な新政府権力の下で行われた。

移行には、従来タイプの教育を受容していた家族の側で近代的教育を受容するようになる

という意識変革が必要であるが、この意識変革の対象は基本的にお金を払っても教育を受



 

けようとしていた層であり、それは比較的容易に急速に進む。日本ではこの層はかなりの

人口に上っていた。②の始めの段階で、制度が基本的に整備され、学校も基本的に歩いて

いける距離に設立されている。その同一の学校が、②の時期は、お金を払って教育を受け

させようとする家庭の子弟を対象とし、③の時期以降は、さらにより社会的下層をも吸収

していくのである。 
 
これに対しメキシコでは、近代国家としての基礎条件の極めて不十分にしか満たされて

いなかった。全国的教育制度整備自体が本気で行なおうとすれば深刻な対立を呼び起こし

たり、時間がかかったりし、また制度が作られても対応する学校、教員が十分に供給され

ない状況が続いてきた。日本との対応を意識して時期区分をすれば、次のような発展過程

を考えることができよう。 
ⓞ1810年（独立革命）－1921年（公教育省設立）まで。集権的権力による支えのない、
分散的な公教育制度創設の試み。 
①1921年（公教育省設立）－1940年（農村と都市の小学校制度の統一）まで。教育の
連邦化（教育の集権化）の進展。憲法第 3条「社会主義教育」による教員の土地改革（革
命）への参加。全国教員組合の成立（1943年）。 
②1940年－1959年（11年プラン）まで。経済成長重視期。対立の舞台となった農村教
育を放置。 
③1959年（11年プラン）－1970年まで。学校建設、教科書無償化。就学者急増。 
③’ 1970年－1990年まで。コミュニティ・コース小学校、先住民（バイリンガル）小学
校新設。就学者さらに 80年代半ばまで急増。初等教育の普遍化への努力。 
④1990年代－現在。補償教育プログラム、PROGRESA, Oportunidades等の貧困地域・
家庭対象の大規模プログラムによる初等教育の普遍化の達成へ。 

 
ⓞの時期は、試行錯誤を経ながら、①の時期の強力な権限を持つ大統領と各主要社会セ

クター勢力の糾合した組合主義国家体制を作り上げていく準備過程と見ることができる。

そこではむしろ、独裁政権が自由主義的な全国的教育制度を構想したりしているが、現実

的な基盤を持たなく、また、教育を自治体の権限に戻すなど、揺れ動いている。特に農村・

先住民地域は放置されており、教会が学校的な役割を果たす場合もあったと考えられる5。

ただ、ⓞの末期、すなわちメキシコ革命前夜には、州レベルで先住民を含めた大衆教育制

度を実施していたところもあり、また、ポルフィリオ独裁政権も、義務ではないが先住民

に対する大衆的教育制度を発足させていた。 
①の時期は、メキシコ革命が成立し、広範な国民的な基盤を持った組合主義国家体制が

作り上げられた時期である。1917年憲法で、大統領権限はこれまでになく強化されたが、
独裁の反省から憲法上は州自治を尊重するものとなり、特に教育に関しては、基本的に州



 

の権限とされた。しかし、1921年の公教育省設置を始めとするその後の動きは、教育権限
を実質的に連邦のものにしていく過程（教育の集権化）であった。と同時に、それは、農

村の教育制度の確立（「農村学校＝人民の家」とそこへの連邦教員の派遣、「社会主義教育」）

を通じて地域の権力構造を変革していく過程（革命の実施、革命権力の強化）をも含むも

のでもあったが、最後はそうした農村特有の教育制度としての農村学校はなくなり、都市

と農村の初等教育制度は統一された。この時期の革命の情熱、社会主義教育のイデオロギ

ーの終焉後に残されたものは、教育の集権化、建前としては均質化した全国的初等教育制

度、さらに組合国家主義という集権的な権力体制の確立に対応した教育行政、教員組合関

係であった。時期が少し遅れるが、1943年の全国教員組合の成立し、その権力・行政との
癒着という構造的な問題が、中央行政能力の弱さを補うという、上述した組合国家主義の

基本的な性格に由来するものとして現れてくるのである。 
②の時期は、先の時期に農村教育が政治化したことへの反動として、連邦政府による農

村教育への関わりは積極的ではなくなる。都市と農村の初等教育の制度的統一は、質の高

い教育を農村に積極的に普及するためのものというよりは、そうした政治化を阻止する機

能をまずは持ったと見ることもできる。1950年代には、経済成長と共に都市における就学
者の増大が始まる。 
③の時期は、さらなる経済成長があり、達成されていた制度的な基盤の上に、国家が地

域や家族の負担を軽減しながら、積極的に農村を含めた教育供給（学校と教員の供給）に

乗り出した時期である。組合主義国家的な統治の下での教育普及が順調に進んだ時期とい

える。 
③’の時期は、組合主義国家体制への異議申し立てが強まり、国家による対応が行なわれ
た時期であるが、その中で、教育政策（すべてのレベルの教育拡大）は重要な位置を占め

ていた。制度的には、遠隔地や先住民地域に対応した新たな初等教育制度を創設している。

それは、なお残る地理的、民族的（言語的）障壁を実質的、心理的に乗り越えるようとす

る努力であった。また、先住民教育制度の形成過程は、国家による明確なリーダーシップ

の結果ではなく、先住民補助教員（プロモーター）の運動との相互作用の結果ということ

ができ、ここにも、国家の組合主義的な性格が見られる。  
④の時期は、組合主義国家体制の変容の時期である。新自由主義、グローバリゼーショ

ン、他方で、Education For Allや貧困削減の国際的な運動といった国際環境の中で、国内
的にも様々な動きが見られる。1994年、貧困と格差に抗議するサパティスタの武装蜂起が
あり先住民の運動、発言力は大きく盛り上がった。他方、2000年の選挙による国民行動党
政権の成立に集中的に表現されるような、政治的自由化も進展してきた。このような中で、

若年人口のほとんどで就学はなされてきたものの、なお貧困地域、貧困層に特徴的な脱落

者をなくし、その 6年間の初等教育課程の修了を目的とし、あるいは、中学校への就学を
促進する政策（1993年に中学義務化）がとられることとなったのである 6。 



 

以下で、メキシコの④の時期に焦点を当てて、貧困地域、先住民地域における教育発展

の問題をより詳しく論ずることとしよう。 
 
第 3節 1990年代以降の貧困地域・先住民地域の教育発展 
 
1．貧困層の教育への社会的関心の高まり 
 
初等教育普遍化の最終段階（日本やメキシコの場合の上述の④の時期）では、貧困層の

ための教育や福祉に関する社会的関心が高まり、国家の側では支配の正当化と国際的プレ

スティジを維持、高めようとする意図から、普遍化達成への動機付けが強められる。メキ

シコは、1982年に未曾有の経済危機に陥り、以来 IMFの圧力の下、新自由主義的な経済
政策をとることを余儀なくされてきた。しかし、教育予算の縮小は行なわれたものの、初

等教育の拡大政策は維持された。すでに、教育の必要性は、国家、国民双方の側から当然

視されるものとなっていたのである。こうした教育への関心は、サリーナス・デ・ゴルタ

ーリ政権の下での 1992年の「教育近代化のための国民合意」に集約的に表現されること
となった。これに基づいて、初等教育等の州への分権化が行なわれ、また、翌年一般教育

法が制定される。こうした中で、貧困対策の教育プログラムが実施されていくのである 7。

この政権は、OECD加盟を目指しながら、積極的に新自由主義的な経済政策を推進し、同
時に、「社会自由主義」の名の下に国家改革政策、社会政策を推進した。この社会自由主義

は、実質、新自由主義的な統治を進めるものであった(Concepción [2006])。したがって、「国

民合意」や一般教育法、教育プログラムはそうした国家の統治方法の変更という側面から

見る必要がある 8。しかし同時に、それらに新しく盛られた、貧困層のための補償教育、

市民・住民参加という思想は、教育研究者ラタピや彼が率いてきた民間の研究所Centro de 
Estudios Educativosの研究者達の活動に負うところが大きい(Centro de Estudios 

Educativos [1995]; Latapí Sarre [2004]; Latapí Sarre [2008])。また、企業家達も基礎教育の重要

性を労働力の質、国際競争力 と結びつけて国家の専権事項であった教育、しかも初等教育
に関して発言するという事態が生じていた(Tirado [1997])。こうした教育への関心は教育機

会の（不）公平の問題であると同時に、「教育の質」（の低さ）の問題として認識、議論さ

れ、その改善のための障害とされたのが、今や巨大な権力組織となっていた全国教員組合

の存在であった(Cano, Aguirre [2008])。しかし、高名な教育研究者を長とする研究所を発足

し、自ら教育改革を提起する等、全国教員組合もまた時代の動きに敏感に反応することに

よって、「国民合意」においては、むしろその存在力を高めることに成功したとすらいえる

状況を作った(米村 [2008]; Loyo [1997])。 
このような社会セクターの動きは、さらに政治的な自由化の流れとつながっており、そ

れは、1996年の初のメキシコシティの公選市長選挙、2000年の国民行動党の政権の誕生、



 

70年続いた PRI体制の崩壊へとつながるのである。 
 
2．貧困地域、先住民地域における教育発展 
 
政治的民主化、貧困地域の完全初等教育普及に焦点を絞った大規模な教育プラグラム(米

村 [2003]; 米村 [2004]; 米村 [2006]; 米村 [2007a])の作成、実施と政治的民主化は、しか

しながら、先進国で見られた基本的に安定的な中央権力の下での比較的順調な支配の緊密

化、あるいは初等教育普遍化の過程を再現するようなものではなかった。 
1994年元日のチアパス州のサパティスタの武装蜂起、2006年夏から数カ月ほぼ州政府
の機能を麻痺させたオアハカ州のAPPOの運動は、いずれも古いタイプの政治支配が続い
たメキシコの最貧困州で生じたものであり、また教育と密接に関わる運動である。 
サパティスタの運動は、事実上先住民の運動であったが、急速に自治を中心的な要求と

する形をとるものとなった 9。教育の分野でも、その支配地区（「自治区」）において、共

同体の生活に即した教育を理念とする独自の学校システムを構築してきた 10。サパティス

タの運動がその支配地区外における先住民運動、その教育運動に与えた大きな力は計り知

れないものがある。それはあたかもかつてのソ連、社会主義陣営の存在が、先進国の労働

運動や労働者の福祉に有利な影響を与えてきたのと同様のものといえる。メキシコ政府は

それまで、先住民教育の分野においても先住民の自治につながる要素は極力排してきた。

初等教育レベルのバイリンガル教育システムは、事実上国民統合のために機能しており、

青年としてより明確な意識を持つようになるより上の教育レベルでは、先住民独自の公的

システムはほぼ存在しなかったのである。しかし、サパティスタ蜂起後は、高校レベルの、

さらには高等教育レベルでも先住民教育の公立学校が生まれてきている(米村 [2007b])。ま

た、教育理念に関しても、バイリンガリズム、バイカルチャリズムに代わって、インター

カルチャリズムが提唱されるようになった。 
他方、オアハカ州のAPPOの運動の出発点となったのは、州の教員組合の待遇改善の運
動である。この州では、1980年代に、政府と結びついた全国教員組合の執行委員会に批判
的な下からの民主的な運動の潮流が、組合のセクション 22を覆い支配するに至った。そ
の組織的戦闘力は、州における社会運動、労働運動の中心となってきた。全国教員組合の

執行委員会への批判として、その規約ではリーダーが下部組合員の要求から乖離すること

を防止すべきことが随所で述べられている(Luna [1999])。その戦闘性は下部教員の要求を

より反映していることからきているが、教員待遇の改善が優先して教育の質改善は犠牲と

なる側面も存在している。その主なる闘争手段はストライキであり、時には 1カ月近いス
トライキが実施されるのである。また現在、政府は全国教員組合と「教育の質改善のため

の同盟」を結んで、これまで自動的に与えられてきた師範大学卒業生への教職ポストを、

新たに行われることとなる採用試験の合格者のみに与えようしようとしているが、これに



 

強力に反対しているのがセクション 22である。こうした状況に対し、オアハカ州では、
中央の執行委員会支持の教員勢力が逆に地域住民の支持を得る形をとりながら、セクショ

ン 22とは別のセクションを作り出そうとしている 11。 
しかしながら、チアパス州でもオアハカ州でも、局所的、短期的には政治的混乱、対立

が教育の量的普及や質的改善を妨げたりしていると見ることができるが、大局的、長期的

には、政府による貧困克服、教育改善の努力を促すものとなっていることは間違いない 12。

2007年度に終了した補償教育プログラムは目立った効果を生まなかったものの、チアパス
州、オアハカ州等の貧困州では、同じ内容が「補償教育アクション」として継続されるこ

ととなったのは、プログラム評価を重視するという世銀等の工学的アプローチとは異なる

現実の政治経済学的な力学の結果といえよう。あるいは、全国教員組合執行委員会とセク

ション 22との対立も、教育への関心が高まりつつある地域住民の支持を得ようとする競
争につながるものである。実際、筆者の 2008年冬の現地調査では、先住民地域において
教員主導のスペイン語教育促進の自主的運動が組織的、積極的に行われていた。このよう

な日本の教員組合運動で盛んである自主的研修運動は、これまでメキシコでは異例のもの

であったのである。筆者の観察では、こうした運動がすぐ子供達の学力、スペイン語力の

向上に結びつくとは思えないが、人々の関心を表現すると同時にそれをさらに高め、やが

て実を結ぶものとなっていくように思われる。むしろ、メキシコの初等教育の普遍化の完

成は、貧困地域での政治的な混乱や対立を通じて達成されていくと考えるべきなのかもし

れない。 
 
おわりに 

 
途上国の教育発展がしばしば先進国と比べ時間がかかること、初等教育発展の最終段階

における途上国の貧困地域での教育普及が、先進国と共通の側面および先進国と異なる固

有の側面を持つことは、本稿の分析で大筋において明らかにされてきたといえよう。しか

しながら、本稿は、全体として素描に終わっており、特に、各国比較のための分析枠組み

を十分に明示化できていない。このため、メキシコの教育発展の分析に限っても、各節の

論理的連関を不十分にしか示していないものとなっている。こうした問題の克服を今後の

課題としたい。 
 
 
注 
 
1  Ramirez F., Boli (1987)とMeyer (1977)は、新制度学派のアプローチをとるため、歴史過程

の解釈に無理がある。本論文はむしろ、Ramirez F., Boli (1987)がその論文の当初に示してい

た歴史的な視点に戻って(p.3, paragraph 3)、全過程を理解しようとするものといえる。 



 

2 「支配の緊密化」に関する一つのアプローチとして、白水(2004)がヘーゲルのポリス論に

注目している。 
3 近代社会の支配のあり方に関し、国民自身の自発的服従といった側面に注目した議論が、

グラムシやフーコーによってなされているが、柄谷は、そうした支配権力も国内的な契機

のみで存立しているのではないことを強調する(柄谷 [2006], 120)。このことは、緊密化し
た主権国家間の関係によって条件づけられつつ展開してきた支配の緊密化という視点に立

てば、より容易に理解できよう。 
4 上谷は、政治学的な概念として組合主義を厳密化すべきであるとしている(上谷 [2008])。

しかし、むしろラテンアメリカの組合主義国家は、こうした歴史的な意味内容を負うもの

として理解することが生産的であり、それがパターナリスティックな支配や権威主義的な

支配と重なりがちなのは、自然のことといえる。 
5 革命以前の公教育制度においては、都市において教会の運営する公立学校が少なくなか

った。農村においても、教会が同様の役割を果たしている場合があった。 
6 メキシコの近代的教育の発展は、国家支配の緊密化の基礎条件に欠けた状態から出発す

ることとなり、そうした条件の下での制度づくり、学校設置（教員供給）という課題の遂

行は、ヨーロッパや日本の場合と比べ格段に長期化し、困難なものとなる。こうしたメキ

シコの教育発展を、筆者はかつて、「課題解決の長期的・重層的進行モデル task-solution 
process prolonged and multi-layered model」とし、これに対しヨーロッパ、日本の教育発
展を「課題解決の段階的進行モデル task-solution process articulated model」として特徴づ
けた(Yonemura [2007a])。 
7 正確には、PROGRESAは、1991年に 4つの州においてより小規模ながら開始されてい
た。 
8 新自由主義的国家改革は、ソ連社会主義陣営の崩壊という条件の下で、膨張した公共セ

クター（労働者）と専門家の介入によって国民に対するコントロールをあまりに非効率化、

間接化したと感じた国家上層部が、ITや新公共経営論New Public Management等の利
用を通じて、再びより効率的、直接的なコントロールを回復、強化しようとする試みであ

る。教育の分野における様々な試みも基本的にそうした性格を持つものである(Daun 

[2002]; Laval [2004])。 
9 政府のサパティスタに対する武装反攻を阻止したのは、広範な国民の運動であった。そ

れは、先に述べた貧困層への社会的関心の広がりにつながるものである。 
10 「自治区」の小学校の卒業生は、「自治区」外の中学校へ進学するための資格を得るこ

とができない(Gutiérrez Narváez [2005])。こうした状況や PROGRESAの補助金を受けられ
ないことが、「自治区」所属をやめる共同体が出てくる要因の一つとなっている。 
11 筆者の調査している先住民の村の一つにおいては、紆余曲折を経ながら PRIの影響力が
増してきている。2008年に村の委員会において、教員の集会などへの参加を、各学校の代



 

表者だけに限るべきことが決議されている。 
12 未来を予測することは困難だが、先住民の自治、先住民教育の展開が、サパティスタの

ような独立的な形態となることはないだろう（サパティスタも求めたものというより結果

としてそうなってしまったのである）。先住民は、教育が国家システムの一部であることに

よる権威と価値を持つという現実を強く認識しているように思われる。それは、自立性、

独自性を強めるとしても、国家システムの一部として位置づけられること（国家とのコン

センサス）を通じて、国家による緊密的支配を強めるものとなるだろう。 
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